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はじめに
1. 有権者イニシアチブ・アクションセンターは、第33回会期での北朝鮮審査に先立ち、本報告を国連障害者権利委員会に提出する。当センターは、南北アメリカ大陸（the Americas）に拠点を置く、国際的視野を持つ非政府組織である。当センターは、市民社会が投票し、参加し、民主的プロセスに関与するための知識を持たなければ、確かな明日はないと認識している。
2. 当センターは複数の国際的枠組みと連携し、対話の促進、調査の実施、世界各国の選挙参加に関するテーマ別課題に関する啓発活動に取り組んでいる。我々は、障害者権利委員会を含むジュネーブ及び外国の国連人権メカニズムを注視し、障害に関する公共政策プロセスへの市民社会参加を推進するため、積極的に関与している。 
3. 北朝鮮が直面する近年の課題の複雑性を認識し、当センターはこの国の条約遵守状況について、また条約の不履行を悪化させている問題に関して、障害者権利委員会に有益な情報を提供したいと考えている。
4. 当センターは通常、投票権問題に焦点を当てているが、北朝鮮が示す特異な状況は、公的生活の複数分野における条約の実施にかかわっている。本情報が、特に実在する北朝鮮の人々の声と経験を反映しているので有益であることを願う。 
5. 本報告は、北朝鮮の障害のある人の権利を阻害する四つの具体的違反に焦点を当てる：
(1) 障害のある人に対する差別とアクセシビリティ制限、
(2) 教育への不平等なアクセスとサービスを受ける権利の否認定、
(3) 疎外された人々の極度の困難、
(4) 障害のある人のインクルージョンを制限する国家統治と国際的認識。
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6. 北朝鮮が2016年に条約を批准したことは障害のある人の権利への期待を示したが、変化が見られないことと偏見が続いていることがそれを裏切っている。資源へのアクセス制限や障害のある人への広範な差別を分析すると、この不履行が明らかになる。しかし脱北者（escapes）の証言は、障害のある人が直面する過酷な現実を明らかにする重要な洞察を与える。 
7. 北朝鮮では差別が蔓延しており、国家のイデオロギー的・経済的活力に不可欠な要素として身体的強さと生産性が偶像化されているため、差別は社会の意識に深くしみ込んでいる。 こうした社会的差別には、蔑称の使用や、障害のある人は公の場から隠すべきだという一般的な態度などがある[footnoteRef:1] 。このような文化的観点は、障害のある人とに汚名を着せたり疎外する状態を悪化させる。障害のある人は、体制が描く集団的強さと自活のビジョンに貢献できていないと見なされる。  [1:  デイリー・ノースコリア紙、北朝鮮における障害：公的な取り組みにもかかわらず偏見は根強い、（2024年7月9日）、https://dailynk.com/english/disability-in-n-korea-stigma-persists-despite-official-efforts。
（訳注　デイリー・ノースコリア紙は、韓国のオンライン新聞。）] 

8. 障害のある人に対するこの有害な見方は、北朝鮮政府によってつくられた構造的な隔離によっても示されている。2003年、最高人民会議常任委員会は朝鮮民主主義人民共和国障害者保護法を可決した。 
9. この法律には、リハビリテーション、文化的生活、教育、労働など、障害のある人のケアに関する6つの章が含まれているが、法律の規定は実施されていない[footnoteRef:2]。逆に、障害のある人とその家族は、日常生活のあらゆる側面で、依然として社会から排除され続けている。  [2:  カタリナ・ツェルヴェガー（Katharina Zellweger）、変化する北朝鮮の障害者（2014年3月）、https://fsi-live.s3.us-west-1.amazonaws.com/s3fs-public/Zellweger_Disabilities_DPRK_web.pdf。 
（訳注　カタリナ・ツェルヴェガー（Katharina Zellweger）氏は、北朝鮮での人道支援や、障害のある人・子どもへの支援に携わってきたスイス出身の活動家・専門家。）] 

10. 北朝鮮の首都、平壌は同国の状況を観察する上で主要な窓（main window）ではあるが、大多数の国民の生活水準を正確に反映しているとは言えない。平壌は北朝鮮のエリート層が居住する場所である。政治的に崇拝される人々、軍人家族、富裕層といったエリート層は、最良の住宅や学校を利用でき、食糧や医療物資を最優先で入手し、障害のある人が決して享受できない特別な待遇を受けている。 
11. エリート層を構成するのは100万から200万人である一方、約2600万人の人口のうち残りの人々は主要都市外の農村部や貧困地域に隔離されている。したがって、障害のある人の公共生活へのインテグレーションにはイデオロギー的なバリアだけでなく、地理経済的な制約も重くのしかかっている。
12. 北朝鮮脱北者（defector）イ・エラン（Lee Aeran　李愛蘭）氏の証言によれば、障害のある子どもが生まれると家族全員が首都から追放され、特別な支援を提供できない地方への移住を強制されることを明らかにしている[footnoteRef:3]。この慣行は家族からより良い機会やサービスを奪うだけでなく、深刻な苦難を強いる。これは体制が国民の福祉、特に最も脆弱な層の福祉よりも、見せかけを優先していることを露呈している。 [3:  ラジオ・フリー・アジア、北朝鮮の障害のある人は自宅に閉じ込められ、首都から追放される（2007年6月13日）、https://rfa.org/english/korea/nkorea_disabled-20070613.html。 ] 

（訳注　イ・エラン氏は、北朝鮮出身の女性で、人権活動家、研究者。）

	障害のある人と家族が生涯の初期段階から直面する、極端な制度的差別を考慮し、障害者権利委員会に対し以下を要請する：

(1) 締約国に対し、2003年障害者保護法を通じた障害のある人の実質的統合を促進するため、これまでどのような措置を講じたか、あるいは今後講じる予定かを問う；および
(2) 総括所見で、適切な水準の教育・医療・栄養ニーズを満たすため、農村部や貧困地域へのインフラ投資の重要性を強調する。
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13. 制度的な放置はさらに、教育、労働、移動に関する障害のある人への不平等な制限に示されている。北朝鮮脱北者であるメン・ヒョシム（Maeng Hyosim　猛孝心）氏の発言で表明されたように、障害のある人は大学への進学を認められていない[footnoteRef:4]。 [4:  ジュネーブ人権民主主義サミット、北朝鮮の障害のある人の生活（2024年5月19日）、https://genevasummit.org/speech/the-life-of-the-disabled-in-north-korea。 ] 

（訳注　メン・ヒョシム氏は、北朝鮮出身の人権活動家。）

14. この差別的行為は他の差別と相まって、障害のある人が職を得ることをほぼ不可能にし、その結果、自活や国家経済への貢献の機会を制限している。公共サービスへのアクセスが阻まれることで、障害のある人には現状を変える見通しが絶えず閉ざされている。
15. 実際、締約国による教育の拒否は、第21条（「障害のある人は、障害を理由として一般教育制度から排除されない」）にも反するものである。
16. 障害のある人は教育や医療分野で優先的に扱われず、必要な適切なケアを受けられないまま、自ら対処せざるを得ない状況に置かれることが多い。 事故で片手と片足を失った脱北者のチ・ソンホ（Ji Seong-ho 　池成浩）氏は、人生を変えるほどの負傷に対し医療支援を求めた。治療経過を問われると、ソンホ氏はこう語る。「治療は約10カ月続いたが、その後のリハビリはなかった。感染症にかかってしまった。」[footnoteRef:5] [5:  ジ・ソンホ（Ji Seong-ho）のガーディアン紙寄稿「北朝鮮の障害者の生活」（2014年12月30日）、https://theguardian.com/world/2014/dec/30/-sp-living-with-disability-north-korea。 ] 

（訳注　ジ・ソンホ氏は、北朝鮮出身の人権活動家・政治家。）
17. 脱北者のメン・ヒョシム氏は、障害のある母親と共に育った経験を語る。公共の場で車椅子を見たことがなく、唯一の医療支援は父親が母親を背負うことだけだったと述べた[footnoteRef:6]。 [6:  ジュネーブ人権・民主主義サミット。] 

18. メン氏は、母親が医療を必要とした際、政府が虚偽宣伝していた無料医療が提供されなかった時のことを回想する。所有物をほぼ全て売却した後、ようやく母親は必要な手術を受けられた。この経験のまとめとして、メン氏は「北朝鮮政府は全世界に医療が無料だと主張する。しかし北朝鮮国民は医療費を支払わねばならないと知っている」と語っている[footnoteRef:7]。 [7:  同上。] 

19. これらの事例は、差別だけでなく、虚偽の概念が市民に対して使われている無数の例を実証している。条約が実現を目指す平等を達成するためには、締約国が公共サービスへの平等なアクセスを提供することから始めることが不可欠である。

	以上の情報に鑑み、当センターは障害者権利委員会に対し、北朝鮮政府が障害のある人が教育・医療・移動の平等な権利を行使できるよう国家規定を整備し、条約基準を実現するよう要請することを強く促す。
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20. 政治犯収容所内にいる北朝鮮の障害のある人は、日々深刻な人権侵害に苦しんでいる。スソン（Susong 輸城）政治犯収容所の収容者の約8％が障害のある人であると報告されているが、未登録の障害のある人はカウントされていないため、この割合は実際にははるかに高い可能性が高い[footnoteRef:8]。 環境は極めて劣悪で、劣悪な労働環境や収容所管理者による暴行によって障害を負うケースが頻発している。  [8:  ムン・ドンフイ（Mun Dong Hui　文東熙）、デイリー・ノースコリア紙、「地上の地獄：北朝鮮の残酷な収容所で苦しむ障害のある囚人たち」（2024年7月11日）、https://dailynk.com/english/hell-on-earth-disabled-prisoners-suffer-in-n-koreas-brutal-camps/。
（訳注　ムン・ドンフイ氏は韓国のジャーナリスト。デイリー・ノースコリア紙記者。）] 

21. こうした収容所では、障害の程度に基づいて個人が分けられるなど、厳格な隔離政策が実施されている。病弱な囚人や障害のある人が医療を受けられないまま放置される「死の部屋」の存在が報告されるなど、彼らが耐えている極度の放置と虐待が浮き彫りにされている。こうした慣行は、あらゆる形態の暴力、搾取、虐待からの保護を義務付ける条約第16条の原則をも損なっている。
22. 特に障害のある女性や子どもは、複合的な社会的排除により極度の虐待に直面している。強制出産や強制中絶の報告は、この虐待の深刻さを如実に物語る。深刻な制度的差別は、血筋の浄化を目的とするとして行われる障害のある新生児の殺害が広く報告されていることによって裏付けられている[footnoteRef:9]。 [9:  シャーロット・ロジア研究所（Charlotte Lozier Institute）、国連報告書が北朝鮮における幼児殺害、強制堕胎、その他の恐ろしい人権侵害を詳述（2014年2月20日）、https://lozierinstitute.org/un-report-details-infanticide-forced-abortion-and-other-horrific-human-rights-abuses-in-north-korea。 
（訳注　シャーロット・ロジア研究所はアメリカの反中絶・生命尊重派のシンクタンク。）] 

23. また、低身長症や知的障害などの状態にある人々が、特に医療処置であると偽って強制不妊手術や隔離の対象とされているとの報告もある[footnoteRef:10]。 [10:  ボルチモア大学ロースクール、ウォン・ジェチュン（Jae-Chun Won）他、「障害、抑圧体制、健康格差：北朝鮮の国家状況評価」（2014年）、https://scholarworks.law.ubalt.edu/fac_articles/14。 
（訳注　ウォン・ジェチュン氏は韓国の漢東大学校国際法律大学院教授。）] 


	障害者権利委員会は、こうした状況下における女性及び障害のある人への虐待をさらに調査し、北朝鮮に対し、政治犯収容所における女性や障害のある人への虐待を根絶するための体制整備を求めるとともに、全ての人に対する適切な医療の提供を促すべきである。 
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24. こうした状況の深刻さは、障害のある人をケアし包摂しているという誤解を招くイメージを演出する、北朝鮮政府のプロパガンダによって隠蔽されがちである。2003年の障害者保護法制定や2012年ロンドンパラリンピックへの参加といった法的な努力にもかかわらず、障害のある人に対する北朝鮮の対応は極めて不誠実に見える。
25. 一例として、国営メディアが障害者スポーツ大会でメダルを獲得した障害のあるアスリートの映像を公開したことがある。しかし、多くの障害のある人が必要な義肢などの必需品すら入手できない状況にあるため、住民、特に障害のある人たちはこの虚偽のプロパガンダに激怒した[footnoteRef:11]。 [11:  デイリー・ノースコリア紙、北朝鮮パラリンピック選手がプロパガンダに利用された（2018年1月29日）、https://dailynk.com/english/north-korean-paralympians-used-for/。 ] 

26. この搾取は国際的な同情と支援を集めることを目的としているが、北朝鮮はそれを実現するための実際の改革を実行できていない。これらの措置は、障害のある人の生活を改善するための真摯な努力というよりも、深刻な人権侵害を隠蔽しようとする試みと見なされている。 
27. [bookmark: _Toc202178983]北朝鮮は障害のある人への支援の表向きの施策を実施してきたが、その大半は不誠実なものであり、実質的な進展よりも世間的イメージの構築に重点が置かれていることが明らかになっている。

	[bookmark: _Hlk223110063]総括所見、特に第3A項「一般原則と義務」において、障害者権利委員会は締約国が条約実施に向けた進展を誇示するために用いている、欺瞞に満ちた見せかけに留意すべきである。 

壮大な進歩の演出とは対照的に、条約原則の事実上の実施は依然として最小限である。締約国が条約の目的達成に向けた真摯な関心と努力を開始することは極めて重要であり、これにより全ての人々にとってよりインクルーシブな国家の育成が促進されるであろう。



結論
28. 結論として、北朝鮮における障害のある人の人権状況は依然として重大な懸念事項である。当センターは、障害者権利委員会がこの情報を有用と認め、総括所見にこれらの調査結果を反映させることを期待する。
29. 特に障害者権利委員会は、北朝鮮との対話の際に、受胎期から始まる障害のある人に対する極端な制度的差別、隔離、虐待に焦点を当てるべきである。障害のある人は生存の機会すらほとんど与えられず、仮に生き延びたとしても、絶え間ない虐待と不平等に直面する。 
30. 北朝鮮はこれらの虐待について責任を問われなければならず、国際監視の強化、対象を絞った人道支援、内部改革に向けた対話の促進など、真の改革を求める提言が国際社会からなされるべきである。
31. これらの問題は、北朝鮮市民社会にとって条約の核心を損ない、インクルーシブな民主主義への重大なバリアとなっている。障害のある人が政治的権利を完全に行使し、民主的プロセスに貢献できることを保証するには、これらの問題への対処が不可欠である。すべての人のためのよりインクルーシブで公平な未来を築くため、これらの懸念が取り上げられることを望む。
32. 本提出文書は、人権高等弁務官事務所（OHCHR）ウェブサイト、または、知識共有の促進に必要なその他のサイトに掲載される場合がある。本提出文書に関する問い合わせは、本報告書の筆頭著者まで： 
ベアトリス・コー＝マリン / スタッフ　bcoemullin@cvia.ch 
有権者イニシアチブ＆アクションセンター
Centre for Voters Initiative & Action Inc.
1200 Pennsylvania Avenue NW, P.O. 294
Washington, D.C. 20004
（翻訳・佐藤久夫、岡本 明）
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